
香川県看護師特定行為研修助成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨) 

第 1 条 看護師特定行為研修助成事業費補助金(以下「補助金」という。)については、予算の範

囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭

和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

（昭和 30 年政令第 255 号）、医療介護提供体制改革推進交付金及び地域医療対策

支援臨時特例交付金交付要綱、地域医療介護総合確保基金管理運営要領及び香川県

補助金等交付規則（平成 15 年規則第 28 号。以下「規則」という。）の規定による

ほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）第 37 条の２第２項第

４号に規定する特定行為研修（以下「特定行為研修」という。）を受講する者の経費を負担す

る病院等を支援することで、特定行為研修の受講を促進し、県内の急性期医療、在宅医療等の

充実と看護の質の向上を図ることを目的とする。 

 

（交付の対象等） 

第３条 この補助金の対象事業者は、次の各号に掲げる全ての事由を満たしている者とする。 

(1) 看護師等の人材確保の促進に関する法律（平成４年法律第 86 号）第２条第３項に規定す

る病院等の開設者等（歯科医業に係るものは除く。）であること。 

(2) 特定行為研修を受講する看護職員を雇用していること。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。ただし、算出された額に 1,000 

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

(1) 次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを施設ごとに比

較して少ない方の額を選定する。 

(2) (1)により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して

少ない方の額を選定する。 

(3) (2)により選定された額に２分の１を乗じて得た額を交付額とする。 

  

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

受講者１人あたり 600,000 円 

ただし、１施設あたり 1,200,000 円

を上限とする。 

特定行為研修に係る研修受講料等 

（受講料、審査料） 

（研修期間が2か年度にわたる場合

は、交付申請日の属する年度及びそ

の前年度の特定行為研修の受講に

係る受講料及び審査料とする） 
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（交付の条件） 

第５条 補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

(1) 事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受

けなければならない。 

(2) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければな

らない。 

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった場合には、速やか

に知事に報告してその指示を受けなければならない。 

(5) 補助事業者は、この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の制度に基づく

負担又は補助を受けてはならない。 

(6)  補助事業者は、補助事業等に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を作成し、 

補助事業等を完了し、又は廃止した年度の翌年度から起算して５年間これを保存しておか

なければならない。 

(7) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税仕入控除税額が確定した場合には、第４号様式により速やかに、遅くとも補助事業完了

日の属する年度の翌々年度６月３０日までに知事に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ

って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び

地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行

うこと。 

また、知事は報告があった場合には、当該仕入控除税額の全額又は一部を県に納付させる

ことがある。 

 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付の申請は、第 1 号様式による申請書を別に定める日までに知事に提出し

て行うものとする。 

 

（交付の決定） 

第７条 知事は、補助金の交付の申請があった場合、その内容を審査し、適当と認めたときは、

県費及び国費の予算の範囲内で補助金の交付を決定し、申請者にその旨を通知するものとす

る。 

 

（交付決定をしない場合） 

第８条 知事は、前条の規定にかかわらず、補助金等の交付の申請をした者が次の各号の 

 いずれかに該当することが判明したときは、知事が別に定める場合を除き、補助金の交付を決 

定しないものとする。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）   

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴



力団員をいう。以下同じ。 

(3) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者    

  

（変更申請手続） 

第９条 補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行う

場合には、第６条に定める申請手続に従い、知事が別に定める日までに行うものとする。 

 

（実績報告） 

第 10 条 補助事業者は、第２号様式による報告書に関係書類を添えて、事業完了の日から起算

して１月を経過した日（第５条第３号により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当

該承認の通知を受理した日から起算して１月を経過した日）又は翌年度４月５日のいずれか早

い日までに、知事に提出するものとする。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 11 条 知事は、前条の報告を受けた場合には、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交

付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、補助事業者に通知するものとする。この場合において、既にその額を超える補助金が交

付されているときは、その返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の交付の請求） 

第 12 条  補助事業者は、前条の通知を受けたときは、直ちに第３号様式による補助金交付請求

書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の概算払） 

第 13 条  知事は、必要と認めるときは、補助金の概算払をすることができる。 

 

（交付決定の取消） 

第 14 条  知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に補助金が交付されてい

るときは、知事は、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。 

(2) 事業を遂行する見込みがなくなったとき。 

(3) この要綱又は補助金の交付決定条件に違反したとき。 

 

（その他） 

第 15 条 特別の事情により、第４条、第６条、第９条及び第 10条に定める算定方法、手続等に

よることができない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるものと

する。 

２ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 



附 則 

１ この要綱は平成３０年１０月１７日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

２ この要綱は令和３年９月 10 日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 


